
 

 

令和７年度「ひょうごビジョン2050」広報展開業務 委託仕様書 

 

１ 委託業務名 

  令和７年度「ひょうごビジョン2050」広報展開業務 

 

２ 業務目的 

「ひょうごビジョン2050」を広く県民と共有するため、様々な媒体を用いて広報展開を

行う。 

 

３ 事業期間 

  委託契約締結の日から令和８年３月31日 

 

４ 事業費 

  8,000,000円以内（消費税及び地方消費税を含む） 

 

５ 業務内容 

本事業の目的達成に向けた広報戦略とそれに基づく広報手法について提案し、委託者と 

協議して実施すること。 

 

（１）全体の広報戦略 

  「誰もが希望を持って生きられる、一人ひとりの可能性が広がる『躍動する兵庫』」と

いうビジョンのめざす姿や、５つのめざす社会など、ビジョンの理念や考え方、内容につ

いて広く伝わるよう、どのような方針・考え方で広報するのか、全体の広報戦略を立案す

ること。 

 

（参考）ひょうごビジョン2050 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk07/vision/documents/sasshi_a4_20220426_compressed.pdf 

 

（２）広報手法 

  （１）の広報戦略に基づく具体的な広報手法について、媒体、内容、回数など、具体的

に提案すること。その際（１）で提案する広報戦略を踏まえたそれぞれの広報手法の役割

分担についても記載すること。 

  なお、提案にあたっては、下記アイウの例示を参照しつつ、（１）で提案する広報戦略 

 に基づき、他に効果的な広報手法がある場合は、その媒体や効果等、具体的な内容につい 

 て提案すること。 

 

【広報手法の例】 

タブロイド、動画及び特設サイト「HYOGO VISION 2050」のコンテンツ企画・制作 

・兵庫県を愛し、より良い地域づくり等に尽力されてきた先駆者の方々(目安：50代以上

の方)にインタビュー等を行い、その経験や想いをメッセージとして発信 

・その活動に裏打ちされた説得力や、活動に対する信念を伝えることで、同年代に対して

は生き方の共感、若年層に対しては憧れや、新たな選択肢の提示などに繋げたい。あわ

せてビジョンの概念をその先駆者に投影し、幅広い層への理解醸成を図る。 

・その先駆者は、兵庫の摂津･播磨･但馬･丹波･淡路の五国それぞれから１名を選定 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk07/vision/documents/sasshi_a4_20220426_compressed.pdf


 

 

・手法としては、先駆者へのインタビュー内容をベースとした、タブロイド、動画、Web

記事の制作を想定 

 

ア タブロイド 

(ア) 内容 

・ 規格、内容、ページ数等は自由に提案。但し、以下を考慮すること。 

・ ｢ひょうごビジョン2050｣の内容、めざす姿に県民の共感が得られるような内容と

すること。 

・ 兵庫県を愛し、より良い地域づくりに尽力されてきた先駆者の事例紹介（人物・

生き方・団体の活動等）を内容に含むこと。その際、「ひょうごビジョン2050」

が掲げる５つのめざす社会像を体感できる内容とすること。 

・ 紹介する事例は、五国(摂津･播磨･但馬･丹波･淡路)から１名ずつ選定し、兵庫県

の多様性を反映させること。 

・ 県民が手に取り読みたくなるような紙面企画・デザインを行うこと。 

  ※いわゆる｢若者受け｣することのみを念頭におくものではなく、とはいえ、新聞 

一般紙のような堅苦しい印象を与えない紙面構成･デザインを検討すること 

・ 県民に手に取ってもらうための配布方法やPR等を提案し、実施すること。 

・ タブロイドへの広告掲載は認めない。 

・ タブロイドは、閲覧者が印刷可能な形式で「HYOGO VISION 2050」ホームペー 

ジに掲載すること。 

・ 著作権は兵庫県に帰属するものとし、タブロイドが更に必要になった際は、県 

が新たに製本･配布する。 

(イ) 納品 

・ 納 品 物 ： 製本したタブロイド1,500部 

           再編集可能な成果物の電子データ及び「HYOGO VISION 2050」ホー 

ムページ掲載用データ各１部（DVD-R等） 

・ 納品場所 ： 兵庫県庁 2号館3階 企画部計画課 

・ 納品期日 ： 令和８年２月28日 

 

イ 動画 

(ア) 規格等 

・ YouTubeにアップロードできる規格のもの 

   ピクセルサイズ（横*縦）1920px×1080px 

   名称 フルHD（2K） 

アスペクト比 16:9 

(イ) 内容 

・ (ア)のタブロイドと同じ先駆者の事例紹介(人物･生き方･団体の活動等)を内容

に含むこと。 

・ インタビューの模様を「先駆者の経験」、「若者へのメッセージ」など、いくつか  

のテーマに分けて、若年層でも気軽に閲覧してもらえるよう、２分程度の短尺の

動画とすること(例：１人につき５テーマ 等)。 

・ 動画のテーマ・構成は自由に提案すること。 

・ 動画のPR、視聴誘導についても提案し、実施すること。 

(ウ) 納品 



 

 

・ 納品方法・納品物 

11月～３月にかけて、YouTubeチャンネル「ひょうごビジョン2050」にアップ 

ロードして配信すること（サムネイル・説明文等含む）。 

同時に再編集可能な成果物の電子データを納品すること（DVD-R等） 

・ 納品場所 ： 兵庫県庁 2号館3階 企画部計画課 

 

  ウ 特設サイト「HYOGO VISION 2050」のコンテンツの作成 

(ア) 規格等 

・ 「HYOGO VISION 2050」にアップロードできる規格のもの。 

(イ) 内容 

・ (ア)のタブロイドと同じ先駆者の事例紹介(人物・生き方・団体の活動等)を内

容に含むこと。 

・ タブロイドや動画の内容に加え、そこで紹介しきれなかったことも含めて、イ

ンタビュー内容を余すことなく、魅力的な記事を作成すること 

    ・ 特設サイト「HYOGO VISION 2050」のトップ画面のデザイン変更案について提

案すること 

・ 特設サイトの閲覧回数増加や知名度向上についても提案し、実施すること。 

(ウ) 納品 

・ 納品方法・納品物 

令和８年２月末日を納期として、インタビュー記事を納品すること。 

再編集可能な成果物の電子データ及び「HYOGO VISION 2050」ホームページ 

掲載用データ各１部（DVD-R等）を納品 

・ 納品場所 ： 兵庫県庁 2号館3階 企画部計画課 

 

  エ アイウの共通事項 

   ・ 業務に必要な資料、素材、写真・イラスト、音源等は受託者が用意する。取材、 

写真撮影、イラスト制作等にかかる費用は、事業費に含まれるものとする。 

   ・ ＰＲ、視聴誘導等に関する経費も事業費に含まれるものとする。 

・ 本業務の成果物等にかかる著作権、所有権は、全て兵庫県に帰属するものとする。 

   また、成果品は、第三者の著作権、肖像権その他の権利を侵害しないこと。 

・ ＢＧＭ等の音楽や画像等の素材の使用、タブロイドや動画等に登場するインタビ

ュイーやその他人物について、この契約期間の終了後も、著作権や肖像権をはじ

めとしたその他の権利について問題が発生しないようにすること。納入される

成果物に第三者が権利を有する著作物が含まれる場合、受託者は、当該著作物の

使用に必要な費用の負担及び使用許諾等に関わる一切の手続きを行う。 

 

６ 業務実施上の留意点 

（１）本業務の受託者は、業務の委託契約の締結後遅滞なく、受託者が提案した企画提案書 

をもとに、実施する業務の詳細について兵庫県と協議の上、業務計画書を作成し、業務 

開始時までに兵庫県に提出すること。 

（２）本仕様書は、業務内容について示すものであるが、仕様書に記載のない事項であって 

も、業務の性質上当然実施しなければならないもの及び業務の遂行に必要な事項は全て

実施するものとし、これを従事者に周知徹底のうえ、業務遂行にあたること。 

（３）受託者は、業務の実施に関してこの仕様書に記載のない事項又は業務の実施に関して 



 

 

疑義が生じた場合は、兵庫県と協議し、その指示に従うこと。 

（４）トラブル発生時には、迅速な対応により回復を図ること。 

（５）業務の実施に伴い、適用を受ける法令、規定、基準、指針等については、これを遵 

守し、遺漏のないようにすること。特に、動画の制作にあたっては、YouTubeのコミ 

ュニティガイドラインを遵守すること。 

（６）受託者は、委託業務の終了後、実績報告書を作成し、令和８年４月10日（金）までに 

兵庫県に提出すること。 

（７）受託者は、やむを得ない事情により、業務を実施することが困難となったときには、

遅滞なくその旨を兵庫県に連絡し、その指示に従うこと。 

（８）本業務の全部又は主体的部分（総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分）を一

括して第三者に委任し、又は請け負わせること（以下「再委託」という。）はできない。 

また、本業務の一部を再委託してはならないが、あらかじめ再委託の相手方の住所、

氏名及び再委託を行う業務の範囲等を記載した再委託の必要性がわかる書面を県に提

出し、県の書面による承認を得た場合は、県が承認した範囲の業務を第三者（以下「承

認を得た第三者」という。）に再委託することができる。 

なお、再委託をする場合は、再委託した業務に伴う承認を得た第三者の行為について、

受注者は県に対し全ての責任を負うものとする。 


